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分析については , Pauly (1990), Tabata (2005), 
Mizushima (2009)など多く存在する. Pauly (1990)
は, 介護保険制度の導入が困難な理由に関して分
析を行い, 危険回避的で合理的な個人が保険を購
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 本稿では, 個人, 消費財を生産する企業, 介護
サービスを行う企業, 政府という 4 つの主体から
なる経済を考える. なお, 個人は 2 期間生存する. 
1期目を現役期, 2期目を退職期と呼ぶことにする. 
各期における行動については後ほど説明する. t 期












t 世代は, 彼らの現役期である t 期に, 消費財生
産部門もしくは介護サービス部門のいずれかで労
働する. 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡を t 世代一人あたりの労働時間,  𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡をt
世代の人口,  𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡を消費財生産に投入される総労
働力,  𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡を t 期に介護サービス生産に投入され
る総労働力とする. そのとき t 世代全体の労働力
は𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡だから 





𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 = (1 − 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡と表される. さらに人口




2.2.1 消費財を生産する企業の利潤最大化 2) 
Kt を総物的資本ストック, 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡を汚染ストック, 
𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡(> 0)をその排出コスト, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡(≥ 0)を環境税率と
する. なお, 汚染ストック𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡は, 環境の質を悪化さ
せるような温室効果ガスなどを想定している. な
お, 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡に関する扱いは, Ono(2007b)に従う. 消費財
生産に投入される労働力あたりの資本ストック
𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡(≡ 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡/𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡), 消費財生産に投入される労働力あ






𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸とすると , 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑌𝑌𝑌𝑌𝑡𝑡𝑡𝑡 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ = 𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸
と な る . た だ し , 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐿𝐿𝐿𝐿,𝐸𝐸𝐸𝐸)は 0 < 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖 <
1,𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸 = 1, である. 賃金率を𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡  資本の




𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸 − 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡 − (𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡)𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡 
となり , 利潤最大化の問題を解くことにより
𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡  および環境税を含めた排出コスト𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡
はそれぞれ 
 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸  (2) 
 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾−𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸  (3) 
 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸−𝑡 (4) 
と計算される. ここで, 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡は利子率を表す.  
 
2.2.2 介護サービスの生産関数 
𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡を t -1世代の人びと(すなわち, t期にすでに退
職している人びと)が t期に需要する介護サービス
とする. 介護サービスは介護に従事する労働者に
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よって生産されるものとし , Hashimoto and 
Tabata(2010)の分析で利用されたような, 線形の
生産関数を想定する.  
 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 (5) 
なお, 介護サービス事業は他の産業と比較して環
境負荷が小さい 3). そこで, 本稿では, 介護サービ
ス事業者に環境税は課さないものとする. さらに
三原(2006)や Hashimoto and Tabata(2010)と同様, 
介護サービス市場は完全競争市場であると仮定し
よう 4). 介護サービス部門における賃金率を𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 t と
する. 介護サービス事業者の利潤 𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋 tは 
𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 
となる. 利潤最大化問題を解くと, 介護サービス
価格は以下のように求められる.  





あると仮定する. よって𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 tである.  
 
2.3 政府の予算制約式  
政府は t 期に消費財生産企業から環境税を徴収
する. また, t 期に生存している人びとからは税率
𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡の消費税を徴収する. それらを財源として, 介
護サービス利用者に補助を出す. 介護サービス利
用者の自己負担率を𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡(0 < 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡 ≤ 1)とする. 政府の
予算制約式は 
 (1 − 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 





効用関数は, Nishimura and Zhang(1992), Zhang 
and Zhang(1995)および三原(2006)で考えられた




t 世代は現役期である t 期に労働を行い, 賃金を
獲得し, 消費や貯蓄をする. さらに, t -1 世代の退
職期の効用に関心を有するため, 同時に親の介護




𝑉𝑉𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡 + log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1  
�
�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡+1�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1
= (1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡+1)𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
  
(8) 
と表す. ここで, vo ,tは親の退職期の効用, vo,t+1は自
身の退職期の効用, θ (0 <θ< 1)は親の退職期の効
用への関心を表すパラメータ, δ (0 <δ < 1)は割引
率,  𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡は t 世代の現役期の消費,  𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1は t 世代
の退職期の消費,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡は貯蓄,  𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡は t 世代が t -1 世
代に提供する家族内介護の時間を表す. ただし






= 𝜌𝜌𝜌𝜌 log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1 + (1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌){𝛾𝛾𝛾𝛾log 𝜑𝜑𝜑𝜑1(𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡+1)  
+(1 − 𝛾𝛾𝛾𝛾) log 𝜑𝜑𝜑𝜑2(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1)} − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡+1)  
と表す. ρは退職期の消費の重要度を表すパラメー











により, 貯蓄, 労働時間, 家族内介護の時間およ
び需要する介護サービスの量はそれぞれ以下のよ
うに求めることができる 6).  
─ 4 ─
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 本稿では, 個人, 消費財を生産する企業, 介護
サービスを行う企業, 政府という 4 つの主体から
なる経済を考える. なお, 個人は 2 期間生存する. 
1期目を現役期, 2期目を退職期と呼ぶことにする. 
各期における行動については後ほど説明する. t 期












t 世代は, 彼らの現役期である t 期に, 消費財生
産部門もしくは介護サービス部門のいずれかで労
働する. 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡を t 世代一人あたりの労働時間,  𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡をt
世代の人口,  𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡を消費財生産に投入される総労
働力,  𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡を t 期に介護サービス生産に投入され
る総労働力とする. そのとき t 世代全体の労働力
は𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡だから 





𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 = (1 − 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡と表される. さらに人口




2.2.1 消費財を生産する企業の利潤最大化 2) 
Kt を総物的資本ストック, 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡を汚染ストック, 
𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡(> 0)をその排出コスト, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡(≥ 0)を環境税率と
する. なお, 汚染ストック𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡は, 環境の質を悪化さ
せるような温室効果ガスなどを想定している. な
お, 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡に関する扱いは, Ono(2007b)に従う. 消費財
生産に投入される労働力あたりの資本ストック
𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡(≡ 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡/𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡), 消費財生産に投入される労働力あ






𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸とすると , 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑌𝑌𝑌𝑌𝑡𝑡𝑡𝑡 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ = 𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸
と な る . た だ し , 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐿𝐿𝐿𝐿,𝐸𝐸𝐸𝐸)は 0 < 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖 <
1,𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸 = 1, である. 賃金率を𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡  資本の




𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸 − 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑔𝑔𝑔𝑔,𝑡𝑡𝑡𝑡 − (𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡)𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡 
となり , 利潤最大化の問題を解くことにより
𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡  および環境税を含めた排出コスト𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡
はそれぞれ 
 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸  (2) 
 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾−𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸  (3) 
 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑡𝑡𝑡𝑡
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐸𝐸𝐸𝐸−𝑡 (4) 
と計算される. ここで, 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡は利子率を表す.  
 
2.2.2 介護サービスの生産関数 
𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡を t -1世代の人びと(すなわち, t期にすでに退
職している人びと)が t期に需要する介護サービス
とする. 介護サービスは介護に従事する労働者に
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よって生産されるものとし , Hashimoto and 
Tabata(2010)の分析で利用されたような, 線形の
生産関数を想定する.  
 𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 (5) 
なお, 介護サービス事業は他の産業と比較して環
境負荷が小さい 3). そこで, 本稿では, 介護サービ
ス事業者に環境税は課さないものとする. さらに
三原(2006)や Hashimoto and Tabata(2010)と同様, 
介護サービス市場は完全競争市場であると仮定し
よう 4). 介護サービス部門における賃金率を𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 t と
する. 介護サービス事業者の利潤 𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋 tは 
𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡 
となる. 利潤最大化問題を解くと, 介護サービス
価格は以下のように求められる.  





あると仮定する. よって𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 tである.  
 
2.3 政府の予算制約式  
政府は t 期に消費財生産企業から環境税を徴収
する. また, t 期に生存している人びとからは税率
𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡の消費税を徴収する. それらを財源として, 介
護サービス利用者に補助を出す. 介護サービス利
用者の自己負担率を𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡(0 < 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡 ≤ 1)とする. 政府の
予算制約式は 
 (1 − 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 





効用関数は, Nishimura and Zhang(1992), Zhang 
and Zhang(1995)および三原(2006)で考えられた




t 世代は現役期である t 期に労働を行い, 賃金を
獲得し, 消費や貯蓄をする. さらに, t -1 世代の退
職期の効用に関心を有するため, 同時に親の介護




𝑉𝑉𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡 + log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1  
�
�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡+1�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1
= (1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡+1)𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
  
(8) 
と表す. ここで, vo ,tは親の退職期の効用, vo,t+1は自
身の退職期の効用, θ (0 <θ< 1)は親の退職期の効
用への関心を表すパラメータ, δ (0 <δ < 1)は割引
率,  𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡は t 世代の現役期の消費,  𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1は t 世代
の退職期の消費,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡は貯蓄,  𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡は t 世代が t -1 世
代に提供する家族内介護の時間を表す. ただし






= 𝜌𝜌𝜌𝜌 log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1 + (1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌){𝛾𝛾𝛾𝛾log 𝜑𝜑𝜑𝜑1(𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡+1)  
+(1 − 𝛾𝛾𝛾𝛾) log 𝜑𝜑𝜑𝜑2(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1)} − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡+1)  
と表す. ρは退職期の消費の重要度を表すパラメー











により, 貯蓄, 労働時間, 家族内介護の時間およ
び需要する介護サービスの量はそれぞれ以下のよ
うに求めることができる 6).  
─ 5 ─
研究ノート　公的介護制度の財源としての環境税と消費税の比較研究
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  (12) 
 
2.5 資本市場の均衡式  
t 世代の貯蓄は t +1 期の物的資本ストックとし
て使われる. つまり, 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡+1 = 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡より 
𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡+1  (13) 
が得られる.  
 
2.6 介護サービス市場の均衡式  
各期の民間介護サービスの需給は一致する. ゆ
えに, 介護サービス市場における需給の均衡式は, 
𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡+1 = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡となる . この式および(5)式より
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡+1となるので, 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1を考慮し, 整理
することにより 
























と計算される 7). よって資本の遷移式は, (2)式, 















 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑞𝑞𝑞𝑞と仮定しよう. さらに, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 ,  















𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿   (17) 
なお, 定常状態における e は, (15)式に(17)式を代
入することにより, 以下のように計算される.  












𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿   (18) 






log𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡 + logΩ  
となり, 0 < 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿⁄ < 1から, (16)式は安定
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(1 − 𝑓𝑓𝑓𝑓)𝑝𝑝𝑝𝑝𝑥𝑥𝑥𝑥 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜)𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
と表わされる. (6)式および(14)式より 
(1− 𝑓𝑓𝑓𝑓)(1− 𝜀𝜀𝜀𝜀)𝑤𝑤𝑤𝑤𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜)𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
だから, この式を全微分すると 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + �𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜�𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
+(1− 𝜀𝜀𝜀𝜀)𝑤𝑤𝑤𝑤𝑒𝑒𝑒𝑒𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓 = 0  
(19) 

























𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀 = 𝑚𝑚𝑚𝑚1𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚2𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 + 𝑚𝑚𝑚𝑚3𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (22) 
が導出され, (18)式を全微分すると 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝑚𝑚𝑚𝑚4𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚5𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 +𝑚𝑚𝑚𝑚6𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (23) 
が得られる. また, 𝐸𝐸𝐸𝐸 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒であることと(23)式よ
り 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝐸𝐸𝐸𝐸  












𝜀𝜀𝜀𝜀𝑥𝑥𝑥𝑥 = 𝑚𝑚𝑚𝑚10𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚11𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 +𝑚𝑚𝑚𝑚12𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (26) 
が得られる. (22)式から(26)式を用いることによ





















� < 0  (27) 




































ことにつながる. 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡 ≡ 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡/𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑙𝑙𝑙𝑙  なので, 消費財生
産部門に従事する労働者の割合の低下は k の増加
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2.5 資本市場の均衡式  
t 世代の貯蓄は t +1 期の物的資本ストックとし
て使われる. つまり, 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡+1 = 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡より 
𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡+1  (13) 
が得られる.  
 
2.6 介護サービス市場の均衡式  
各期の民間介護サービスの需給は一致する. ゆ
えに, 介護サービス市場における需給の均衡式は, 
𝑋𝑋𝑋𝑋𝑡𝑡𝑡𝑡+1 = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡となる . この式および(5)式より
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑡𝑡𝑡𝑡+1となるので, 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1を考慮し, 整理
することにより 
























と計算される 7). よって資本の遷移式は, (2)式, 















 𝑞𝑞𝑞𝑞𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑞𝑞𝑞𝑞と仮定しよう. さらに, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 ,  















𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿   (17) 
なお, 定常状態における e は, (15)式に(17)式を代
入することにより, 以下のように計算される.  












𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿   (18) 






log𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡 + logΩ  
となり, 0 < 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿⁄ < 1から, (16)式は安定
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(1 − 𝑓𝑓𝑓𝑓)𝑝𝑝𝑝𝑝𝑥𝑥𝑥𝑥 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜)𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
と表わされる. (6)式および(14)式より 
(1− 𝑓𝑓𝑓𝑓)(1− 𝜀𝜀𝜀𝜀)𝑤𝑤𝑤𝑤𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜)𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
だから, この式を全微分すると 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + �𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜�𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 
+(1− 𝜀𝜀𝜀𝜀)𝑤𝑤𝑤𝑤𝑒𝑒𝑒𝑒𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓 = 0  
(19) 

























𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀𝜀 = 𝑚𝑚𝑚𝑚1𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚2𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 + 𝑚𝑚𝑚𝑚3𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (22) 
が導出され, (18)式を全微分すると 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝑚𝑚𝑚𝑚4𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚5𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 +𝑚𝑚𝑚𝑚6𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (23) 
が得られる. また, 𝐸𝐸𝐸𝐸 = 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒であることと(23)式よ
り 
𝜀𝜀𝜀𝜀𝐸𝐸𝐸𝐸  












𝜀𝜀𝜀𝜀𝑥𝑥𝑥𝑥 = 𝑚𝑚𝑚𝑚10𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑚𝑚𝑚𝑚11𝜀𝜀𝜀𝜀𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐 +𝑚𝑚𝑚𝑚12𝜀𝜀𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓,  (26) 
が得られる. (22)式から(26)式を用いることによ





















� < 0  (27) 




































ことにつながる. 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑡𝑡𝑡𝑡 ≡ 𝐾𝐾𝐾𝐾𝑡𝑡𝑡𝑡/𝜀𝜀𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒𝑙𝑙𝑙𝑙  なので, 消費財生
産部門に従事する労働者の割合の低下は k の増加
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命題 1 と補題 1 から明らかに, 消費税引き上げ
政策を採った場合, k, e ともに増加する. よって, 
(2)式および(6)式より, 消費税引き上げ政策を採
用すると介護サービス価格は必ず高くなる. また, 
命題 1 と補題 1 から, 環境税引き上げ政策を採っ




























� < 0  (40) 









































B５版 新様式             総合政策第 22 巻(2021) pp.1-20                                                                         









下する. よって個人の貯蓄は減少する. 一方, 先




























� < 0  (30) 






























響は, (15)式, (17)式および命題 1 から明らかな
ように, それぞれの政策が及ぼす k への影響に依
存する. よって, (30)式, (31)式および(32)式のよ




























































� < 0  (35) 
が得られる.  
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5) φ′(・) > 0とする. 
6) (9)式～(12)式の導出については付録 A 参照. 
7) 付録 B 参照. 
8) 変微係数�𝑚𝑚𝑚𝑚𝑗𝑗𝑗𝑗�は付録 C を参照. 
 





�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡+1�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡+1 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡+1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡+1 
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と求められる. ゆえに, 退職期の間接効用関数は 
𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∗
= {𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)} log(1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
+ 𝛾𝛾𝛾𝛾(1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌) log 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
+ 𝜌𝜌𝜌𝜌 log
𝜌𝜌𝜌𝜌
𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)
− 𝜌𝜌𝜌𝜌 log�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡�
+ (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1
− 𝛾𝛾𝛾𝛾) log �
(1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡{𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)}
� − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) 
と表される.  
次に t 世代の現役期における個人の効用最大化
問題, すなわち,  
max𝑉𝑉𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡 
= 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡 + log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∗   
𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡. �1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡   
(A.3) 


























































































𝑚𝑚𝑚𝑚2 = 𝑚𝑚𝑚𝑚5 = 𝑚𝑚𝑚𝑚8 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑡0 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑡𝑡 = 0  
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と求められる. ゆえに, 退職期の間接効用関数は 
𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∗
= {𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)} log(1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡
+ 𝛾𝛾𝛾𝛾(1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌) log 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
+ 𝜌𝜌𝜌𝜌 log
𝜌𝜌𝜌𝜌
𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)
− 𝜌𝜌𝜌𝜌 log�1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡�
+ (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1
− 𝛾𝛾𝛾𝛾) log �
(1 − 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡{𝜌𝜌𝜌𝜌 + (1− 𝜌𝜌𝜌𝜌)(1− 𝛾𝛾𝛾𝛾)}
� − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) 
と表される.  
次に t 世代の現役期における個人の効用最大化
問題, すなわち,  
max𝑉𝑉𝑉𝑉𝑡𝑡𝑡𝑡 
= 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡 + log 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝜙𝜙𝜙𝜙(𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑣𝑣𝑣𝑣𝑜𝑜𝑜𝑜,𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∗   
𝑠𝑠𝑠𝑠. 𝑡𝑡𝑡𝑡. �1 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑐𝑐𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦,𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡   
(A.3) 


























































































𝑚𝑚𝑚𝑚2 = 𝑚𝑚𝑚𝑚5 = 𝑚𝑚𝑚𝑚8 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑡0 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑡𝑡 = 0  
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